
・健全化判断比率等の対象となる会計等

一般会計

子育て支援券特別会計

国民健康保険事業費特別会計

介護保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

下水道事業会計

水道事業会計

　※　須賀川財産区は、大田原市とは異なる法人格を持つ特別地方公共団体であるため、健全化判断比率の算定の対象とはなっておりません。

栃木県後期高齢者医療広域連合

その他財団及び公社等

普通会計

公営企業以外の
特別会計

公営企業に係る
特別会計

那須地区広域行政事務組合

那須地区消防組合

栃木県市町村総合事務組合
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